
はじめに

昨今，勤務医の過重労働が社会問題化してい
る1）．しかし一方では，「高給取りが過重労働と
騒ぐのはいかがなものか」との意見も存在する．
日本の医師給与は諸外国と比較して高いのか，
比較検討することにした．

I．方 法

OECD所属の 14か国の一般医，専門医の給
与に関する資料は，OECD Health Working Pa-

pers No. 412）から引用した．同調査の引用年の
多くが 2004年付近であるため，日本における
医師の給与は，平成 16（2004）年賃金構造基本
統計調査3）の資料を用いた．
また，医師の労働時間に関する資料は，OECD

Health Working Papers No. 412），平成 16 年
賃金構造基本統計調査3），および第 12回医師
の需給に関する検討会資料（厚生労働省医政
局）4）から引用した．
全労働者の年間平均給与は，医師給与を引用

した資料と同一のもの2,3）を用いた．
なお，諸外国の給与を比較するには，同じ商

品の価格は同じ価格で取り引きされると考え
て，為替相場を物価水準で補正する必要がある．
つまり，為替レートが＄1＝￥100であっても，

同じ商品がアメリカで＄1，日本で￥200であ
れば，＄1＝￥200と考えるべきである．こうし
て，2国間の同じ商品を同じ価格にするように
補正した為替相場を購買力平価という．OECD

による医師の給与比較は，この購買力平価を用
いて行われている．そこで，日本と諸外国の医
師給与の比較も，2004年の購買力平価（＄1＝
￥1345））を用い，日本円に換算して行った．

II．結 果

表 1に示すとおり，日本の医師の年間平均給
与（きまって支給される 1か月の給与額の 12

倍＋年間賞与その他特別給与額）は，1,228万円
である（2004年現在）．一方，諸外国の一般医
の給与はチェコの 523万円からアメリカの
1,956万円まで 3.7倍の開きがある．日本の給
与を 1とすると，チェコは 0.4，アメリカは 1.6

となる．労働時間に換算すると，諸外国の時給
は 3,653円（フィンランド）～7,320円（アメリ
カ）となる．日本の医師の時給は，週労働時間
を 40.1時間（平成 16年賃金構造基本統計調
査）とすると 5,882円となるが，70.6時間（医
師のタイムスタディを行った，第 12回医師の
需給に関する検討会資料4））を用いると 3,344

円となる．
専門医の年間平均給与は，375万円（ハンガ
リー）から 3,886万円（オランダ）まで 10.3倍の
開きがある（表 2）．日本の医師給与を 1とした
場合，諸外国の専門医給与は 0.3～3.2となる．
表 3に全労働者の給与を 1としたときの一般
医，専門医の給与比率を示す．日本の医師年間
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表1 一般医（GP）の給与の国際比較

（2004年の購買力平価：$1＝134円で換算）

時　給a

（円）
週労働時間

給与比率
（日本＝1）

年間平均
給与（万円）

年国　名

7,32051.41.61,9562003アメリカ
7,02344.41.31,6212004イギリス
5,79153.41.31,6082004オランダ

1.21,5012004ドイツ
1.21,4612005アイスランド

5,25153  1.21,4472003オーストリア
5,060 55b  1.21,4472003ルクセンブルグ

1.21,4472003スイス
5,35651  1.21,4202004カナダ
4,10052.80.91,1262004フランス
3,65339.50.6  7502004フィンランド

0.4  5232004チェコ

5,882 40.1d1   1,228c2004日本
（3,344）（70.6）

a時給は年収を52週および週労働時間で割って算出．
bルクセンブルグの週労働時間は50～60時間なので55時間とした．
c日本では一般医・専門医別の給与体系はない．
d日本の週労働時間は，平成16年賃金構造基本統計調査では週40.1時間だが，「第12回医師
の需給に関する検討会資料」では，週70.6時間とされている．

表2 専門医給与の国際比較

（2004年の購買力平価：$1＝134円で換算）

時　給
（円）

週労働時間
給与比率
（日本＝1）

年間平均
給与（万円）

年国　名

11,20054.32.63,1622003アメリカ
 7,85450.21.72,0502004イギリス
14,234 52.5a3.23,8862004オランダ

1.01,2462004デンマーク
1.11,4072005アイスランド

 8,60653  1.92,3722003オーストリア
10,261 55b  2.42,9352003ルクセンブルグ

1.31,6482003スイス
 7,317 56c  1.72,1312004カナダ
 7,33450.61.61,9302004フランス
 4,49243.60.81,0182004フィンランド

0.3  4152004チェコ
0.3  3752004ハンガリー

 5,88240.11  1,2282004日本
 （3,344）（70.6）

計算方法は表1と同じ
週労働時間は，aオランダは50～55時間なので52.5時間，bルクセンブルグは50～60時間
なので55時間，cカナダは54.5～57.6時間なので56時間として計算した．
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表3 全労働者の給与を1としたときの一般医，専
門医の年間平均給与比率（2004年および近
傍年）

専門医一般医年国　名

5.53.42003アメリカ
3.93.12004イギリス
7.53.12004オランダ

3.32004ドイツ
2.52004デンマーク
3.33.52005アイスランド
5.23.22003オーストリア
4.92.42003ルクセンブルグ
3.02.62003スイス
4.83.22004カナダ
4.42.62004フランス
2.51.82004フィンランド
1.92.42004チェコ
1.52004ハンガリー

2.6a2004日本
a一般医・専門医の区別なし

平均給与は 2.6となる（2004年）．一方，諸外
国の一般医，専門医の給与は，それぞれ 1.8

（フィンランド）～3.5（アイスランド），1.5（ハ
ンガリー）～7.5（オランダ）となる．

III．考 察

勤務医の過重労働が社会問題化している1）．
今回の検討で，日本の医師給与は諸外国と比べ
て高いわけではないことが判明した．さらに，
全労働者の給与に対する医師給与の比率も高い
わけではなかった．確かに，各国の給与体系は
同一ではない．医師の給与に関しても，雇用さ
れて給与を支給される国と自営扱いにされる国
がある．支払い形式も出来高払いか定額かなど
差がみられる．また，調査対象が常勤医師であっ
たり，全医師であったりと各国の値が十分に
揃ってはいない．したがって，厳密に比較検討
することは無理がある．
また，ここ数年諸外国の購買力平価が大きく

変化していない一方で，日本においては，2004

年には＄1＝￥134であった購買力平価が，
2009年には＄1＝￥116まで変化（円高）して
いる．つまり，諸外国の医師の給与と比べて，

日本の給与が 5年間で 2割程度上昇したとも
いえる．したがって，日本における相対的な医
師の給与は諸外国と比べて大差ないところまで
上昇している可能性も高い．
しかし，1人当たりの外来受診数が多く，にも

かかわらず，人口当たりの医師数は少ない日
本6）の医師の給与が，先進諸国のなかでやや低
いほうに位置することは大きな意味をもつ．確
かに，日本の医師免許が海外で使用できる機会
は限られており，海外において医業を行うこと
は容易ではない．したがって，医師給与を引き
下げても即座に海外に臨床医が流出するとは限
らない．しかし，サービスの国際化が進行する
今日，医師給与を国際水準との比較のなかで検
討しなければ，医学部卒業生が，臨床医として
は海外に流出しなくとも，基礎研究者として流
出することは十分考えられる．
医療政策を論じる場合，国内問題としてとら
えるだけでは不十分である．先進諸国における
日本の位置付けを検討するべきである．
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